
官 庁 報 告

平成21年10月20日付で、日本貸金業協会への加
入を承認した業者

登 録 番 号 商号、名称又は氏名

近畿財務局長
\00810

株式会社アプラスクレジッ
ト

近畿財務局長
\00809

株式会社アプラスパーソナ
ルローン

福岡財務支局長
\00172

株式会社オフィスはかた

日本貸金業協会の協会員との合併に伴い、日本
貸金業協会に加入した貸金業者

加 入
年月日 登録番号

変更後の商号、名
称又は氏名（旧商
号等）

平成21年
10月15日

静岡県知事
\02404

株式会社日専連ソ
ニック

平成21年10月20日付で、日本貸金業協会の退会
を承認した業者（退会）

登 録 番 号 商号、名称又は氏名

岩手県知事
a00720

三洋有限会社

大阪府知事
d02146

株式会社サンライフ

佐賀県知事
d00025

江北金融有限会社

東京都知事
d05525

スターエイト株式会社

東京都知事
]28675

株式会社パルマファイナン
シャルサービシーズ

高知県知事
a00927

有限会社大倉興業

東京都知事
\30755

株式会社ＡＤＡＭＳ

福岡県知事
d01829

ユーアイ商事

日本貸金業協会の協会員との合併に伴い、日本
貸金業協会を退会した貸金業者（廃業）

退 会
年月日 登録番号

変更後の商号、名
称又は氏名（旧商
号等）

平成21年
10月15日

静岡県知事
\02397

まるせん信用株式
会社

日本貸金業協会に対し、商号、名称又は氏名の
変更の報告があった業者

変 更
年月日 登録番号

変更後の商号、名
称又は氏名（旧商
号等）

平成21年
10月１日

東海財務局長
b00167

株式会社ＤＦＳ

（株式会社ドリー
ムユース）

平成21年
10月７日

北海道知事
\石03011

株式会社エイビー

（株式会社ＡＲＭ
ＯＲ ＢＲＯＴＨ
ＥＲＳ）

平成21年
10月25日

東京都知事
\30978

スリーエーサービ
ス

（グッドワンサー
ビス）

東京都知事
\31244

株式会社親愛コミュニ
ティー

神奈川県知事
\05025

株式会社エス・アンド・エ
ス

福岡県知事
\08630

株式会社ダイワサービス

東京都知事
\31235

日本クレジットサービス

広島県知事
\02711

ピース

長崎県知事
(Ｎ北１)00603

プログラムＭ

静岡県知事
d00676

サンエー

茨城県知事
(南`２)40265

ダイワ

静岡県知事
]02361

ニューライフ

兵庫県東播磨県
民局長
d30130

丸十

福岡県知事
d00218

大栄商事

山口県知事
d00080

茶谷 久江

福岡県知事
b04666

マネーショップライフ

山口県知事
d00562

フレンドリース
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また、松前町より、本件事業の早期完成
について強い要望がある。
したがって、本件事業を早期に施行する
必要性は高いものと認められる。

] 起業地の範囲及び収用又は使用の別の合
理性
本件事業に係る起業地の範囲は、本件事
業の事業計画に必要な範囲であると認めら
れる。
また、収用の範囲は、すべて本件事業の
用に恒久的に供される範囲にとどめられ、

それ以外の範囲は使用としていることか
ら、収用又は使用の範囲の別についても合
理的であると認められる。
したがって、本件事業は、土地を収用し、
又は使用する公益上の必要があると認められ
るため、法第20条第４号の要件を充足すると
判断される。
５ 結論
以上のとおり、本件事業は、法第20条各号
の要件をすべて充足すると判断される。

第５ 法第26条の２第２項の規定による図面の縦
覧場所 愛媛県松前町役場

官 庁 事 項

貸 金 業 法 （ 昭 和 五 十 八 年 法 律 第 三 十 二 号 ） 第 三

十 三 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 、 日 本 貸 金 業 協 会 よ り

届 出 が あ っ た の で 、 同 法 第 四 十 一 条 の 十 二 第 四 号

の 規 定 に よ り 公 示 す る 。

平 成 二 十 一 年 十 二 月 二 十 五 日

金 融 庁 長 官 三 國 谷 勝 範

貸 金 業 法 第 二 十 七 条 第 一 項 第 三 号 に 掲 げ る 事 項

の 変 更

〇 四 国 地 方 整 備 局 告 示 第 百 四 十 三 号

次 の よ う に 道 路 の 区 域 を 変 更 し た の で 、 道 路 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 八 十 号 ） 第 十 八 条 第 一 項 の

規 定 に 基 づ き 、 告 示 す る 。

そ の 関 係 図 面 は 、 平 成 二 十 一 年 十 二 月 二 十 五 日 か ら 二 週 間 一 般 の 縦 覧 に 供 す る 。

平 成 二 十 一 年 十 二 月 二 十 五 日 四 国 地 方 整 備 局 長 足 立 敏 之

^ 道 路 の 種 類 一 般 国 道

_ 路 線 名 五 十 六 号

` 道 路 の 区 域

区 間 変 更 前

後 別 敷 地 の 幅 員 延 長

メ ー ト ル キ ロ メ ー ト ル

西 予 市 宇 和 町 坂 戸 二 〇 五 番 一 地 先 か ら 同 市 宇 和 町 坂

戸 九 六 番 一 地 先 ま で

前
後

一 二 ・ 〇 五 〜 一 五 ・ 七 八

一 二 ・ 〇 五 〜 一 五 ・ 七 八

〇 ・ 一 五 六

〇 ・ 一 五 六

a 図 面 縦 覧 場 所 四 国 地 方 整 備 局 及 び 同 局 大 洲 河 川 国 道 事 務 所

〇 四 国 地 方 整 備 局 告 示 第 百 四 十 四 号

次 の よ う に 道 路 の 供 用 を 開 始 す る の で 、 道 路 法 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 百 八 十 号 ） 第 十 八 条 第 二 項 の

規 定 に 基 づ き 、 告 示 す る 。

そ の 関 係 図 面 は 、 平 成 二 十 一 年 十 二 月 二 十 五 日 か ら 二 週 間 一 般 の 縦 覧 に 供 す る 。

平 成 二 十 一 年 十 二 月 二 十 五 日 四 国 地 方 整 備 局 長 足 立 敏 之

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 図 面 縦 覧 場 所

五 十 六 号 西 予 市 宇 和 町 坂 戸 二 〇 五 番 一 か ら 同 市 宇 和 町 坂 戸 九 六 番

一 ま で （ た だ し 、 関 係 図 面 に 表 示 す る 部 分 の み 。 ）

四 国 地 方 整 備 局 及 び 同 局 大

洲 河 川 国 道 事 務 所

供 用 開 始 の 期 日 平 成 二 十 一 年 十 二 月 二 十 五 日
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